別記様式第１号（第５条関係）
	
	受付順番
	第　　　　番


えびの市移住促進分譲地分譲申請書
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
えびの市移住促進分譲地（川原分譲地）の募集に応募したいので、えびの市移住促進分譲地要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請するとともに、申請に当たっては、要綱第５条の条件を満たしていること、分譲地に当選した場合要綱第９条の義務を遵守することを、誓約します。
記
１　希望分譲地、住宅計画、居住者
	希 望 分 譲 地
	呼称
	区　　分
	所在
	面積
	価格

	
	川原分譲地
	第１希望　区画
	えびの市大字
	　㎡
	円

	
	
	第２希望　区画
	えびの市大字
	　㎡
	円

	
	申請の目的
（移住の動機など）
	

	
	分譲地の用途
	

	住宅建築計画
	構造・種類
	
	床面積
	１階　　㎡
	２階　　㎡
	延べ　　㎡

	
	着工予定年月日
	　　年　　月　　日
	予定附属家等
	

	
	完成予定年月日
	　　年　　月　　日
	他の自家住宅の有無
	有・無

	ﾌ　ﾘ　ｶﾞ　ﾅ

居住者の氏名
	申請者
との関係
	性別
	生年月日
	申請時年齢
	職業
	備考

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	


２　添付書類
(１)　住民票謄本　　　　　　　　　　　　(３)　自家住宅建築計画書（任意様式）
(２)　定住誓約書（別記様式第２号）　 　(４)　自家住宅建築資金を証する書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私は、本申請をするに当たり、要綱第５条各号に定める応募資格を有することを確認するために、えびの市が住民基本台帳等について照合を行うことに同意いたします。また、私は、私がえびの市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団関係者（暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者）に該当しないことを誓約し、えびの市暴力団排除条例に基づき、えびの市が暴力団を利することのないことを確認するため、本書に記載した私の個人情報を警察機関へ提供されることに同意いたします。
様式第２号（第５条関係）
定住誓約書
私は、えびの市移住促進分譲地（川原分譲地）の分譲申請に当たり、えびの市移住促進分譲地要綱の規定を遵守し、えびの市を愛する市民となり、永住を前提として１０年以上定住し、誠意を持ってふるさとづくりに励むことをここに誓約します。
なお、下記の条件に違反した場合は、保証金６００，０００円を違約金としてお支払いすることを併せて誓約します。
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　印　　
記
１　申請時に誓約する条件
(１)　分譲地取得完了後、住宅工事完成期限までに、自らが居住する目的で、要領に定める基準に適合する延べ床面積50平方メートル以上の自家住宅を分譲地に建築します。
(２)　分譲地に建築する自家住宅入居時には、２名以上で居住します。
(３)　分譲地に建築する以外の自家住宅（別荘を除く。以下同じ。）は所有していません。
(４)　分譲地当選後に、決定通知書に規定する期限までに市と当該分譲地に係る売買契約を締結し、かつ、同通知者に規定する期限までに売買代金を納付するとともに、保証金600,000円を、最低移住期間、市に預け入れします。
(５)　取得した分譲地及び自家住宅を適正に維持管理します。
(６)　その他、居住環境に支障をきたす行為をせず、隣人と良好な関係を維持し、地域の自治会活動等に積極的に参加します。
様式第３号（第６条関係）
え発第　　　　号

年　　月　　日
えびの市移住促進分譲地応募資格審査通知書
　　　　　　　　　様
えびの市長　　　　　　　　印
　　　　　　年　　月　　日付け申請のあったえびの市移住促進分譲地（川原分譲地）の分譲について、えびの市移住促進分譲地要綱第６条第２項の規定により審査した結果は下記のとおりです。
　　
記
１　審査結果等
	審査結果
	適・否

	適の場合の条件
	

	否の場合の理由
	


２　その他
(１)　審査結果が適の場合の次の手続は、別途通知します。
(２)　本通知後に、違反行為を認めた場合、審査結果を取り消す場合があります。
教示
この処分について不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、市長に異議申立てをすることができます。
様式第４号（第６条関係）
え発第　　　　号

年　　月　　日
えびの市移住促進分譲地応募資格審査結果取消通知書
　　　　　　　様
えびの市長　　　　　　　　印
　　　　　　年　　月　　日付け審査結果を適と通知したえびの市移住促進分譲地（川原分譲地）応募資格については、下記のとおり違反行為があったと認めたので、えびの市移住促進分譲地要綱第６条第３項の規定により審査結果を取り消します。
記

	違反行為の内容
	


教示
この処分について不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、市長に異議申立てをすることができます。
様式第５号（第７条関係）
　年　　月　　日
えびの市移住促進分譲地分譲選考会開催通知書
　　　　　　　　　　様
えびの市長　　　　　　　　印
先に申請のあったえびの市移住促進分譲地（川原分譲地）の分譲について、下記のとおり選考会を開催するので、本人又は代理人（任意の様式による本人の委任状の持参が必要。）は、選考会に出席してください。
当日参集時間までに、本人又は代理人いずれの出席もないときは、分譲地応募の権利を放棄したとみなし、今後の本市の分譲地の分譲の募集にも、一切応募できなくなります。
記

１　選考会日時　　　　　　　　　年　　月　　日　　　　時　　　分
２　選考会会場
３　選考の方法
(１)　選考会に出席した応募者が１名である分譲地は、その応募者を当選人とします。
(２)　選考会に出席した応募者が２名以上である分譲地は、最初に申請書の受付順に、本抽選の順番を決める抽選をし、その後当該抽選結果による順番で本抽選を行い、当選人を決定します。
(３)　応募のあった分譲地のすべての当選人が決定した後で、応募者のなかった分譲地がある場合に、当選人になれなかった方で、選考会場で直ちにこの未応募分譲地を希望する方がある場合、(１)及び(２)と同様の方法で当選人を決定します。
４　選考決定の通知
　　市長は、当選人に対し、速やかにそれぞれ当選した分譲地を分譲することを決定し、えびの市移住促進分譲地分譲決定通知書により、その旨を通知します。
５　選考会当日は、本人又は代理人を確認できるもの（運転免許証、パスポートなど）を持参してください。
様式第６号(第８条関係)
えびの市移住促進分譲地分譲決定通知書
年　　月　　日
　　　　　　　　様

えびの市長　　　　　　　　印
　　　　　　年　　月　　日付け申請のあったえびの市移住促進分譲地（川原分譲地）の分譲について、えびの市移住促進分譲地要綱第７条第６項の規定により下記のとおり決定したので通知します。
　　今後の手続きは、次の事項に従い進めてください。
記
　　　　　　　　　　　　
　１　分譲決定分譲地
	呼　　称
	区　　分
	所　　　　　在
	面　　積
	価　　格

	川原分譲地
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円


　２　交付決定の条件
　　　本決定通知書を受理した日から２０日以内に、市とえびの市移住促進分譲地売買契約書により分譲地に係る売買契約を締結し、かつ、売買代金を納付するとともに、保証金600,000円を、最低移住期間預け入れしなければならない。
様式第７号(第９条関係)
えびの市移住促進分譲地売買契約書
　売払人　えびの市（以下「甲」という。）と、買受人　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、次の条項により、土地の売買契約を締結する。
　　（目的）
第１条　甲は乙に対し、甲の所有する次の土地（以下「本件土地」という。）を、次条以下の約定により売り渡す。
	呼　　称
	区　　分
	所　　　　　在
	面　　積

	川原分譲地
	
	えびの市大字　　　字　　　　　　　　　番　
	　　㎡


　　（売買代金）
第２条　本件土地の売買代金は、金　　　　　　　円とする。
　　（保証金）
第３条　乙は、甲に対しこの契約の締結と同時に前条の規定による売買代金に加えて最低移住期間保証金（以下「保証金」という。）６００，０００円を、甲の発行する納入通知書により、甲の指定する金融機関に納入しなければならない。
２　甲は、乙が第10条及び第11条の義務に違反することなく、移住の完了後10年（以下「最低移住期間」という。）を経過した日には、前項に規定する保証金を返還しなければならない。
３　保証金返還の場合において、保証金に利息は付さない。
　　（所有権の移転）
第４条　本件土地の所有権は、前条第１項の規定による売買代金及び保証金の納入と同時に、甲から乙に移転するものとする。
　　（土地の引渡し）
第５条　本件土地は、前条の規定により所有権が移転したときに、乙に対して現状のまま引渡しがあったものとする。
　　（所有権の移転登記）
第６条　乙は、第４条の規定により本件土地の所有権が移転した後、甲に対し所有権移転登記に必要な書類を提出するものとし、甲は速やかに所有権の移転登記を嘱託しなければならない。
２　本件土地の所有権移転登記に必要な登録免許税は、乙の負担とする。
３　甲は、所有権移転登記が完了後速やかに、乙に対して書面をもってその旨を通知しなければならない。
　　（危険負担）
第７条　本件土地が第５条の引渡し完了前に、天災その他の不可抗力により滅失又は著しく毀損したときは、本契約は当然効力を失うとともに、その損害は甲の負担とし、甲は、すでに納入済みの保証金を、乙に返還するものとする。
　　（公租公課等の負担）
第８条　第６条の規定による所有権移転登記完了後における本件土地の公租公課その他一切の賦課金は、乙が負担しなければならない。
　　（かし担保）
第９条　本件土地に隠れたかしがあっても、甲はその責めを負わないものとする。
　　（分譲地取得後の義務）
第10条　乙は、第６条第３項の規定により甲から通知を受けた後、本契約締結から１年以内に、えびの市移住促進分譲地要綱に適合する自家住宅（以下「本件住宅」という。）を、えびの市移住促進分譲地分譲申請書（以下「分譲申請書」という。）に記入した住宅建築計画に基づき建築しなければならない。なお、住宅建築計画に変更があるときは、速やかに甲に届け出なければならない。

２　乙は、前項の規定に基づく本件住宅の建築工事に着手したときは、速やかに甲に届け出なければならない。
３　乙は、本件土地取得後、住宅の建築工事着手前においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ計計画の変更の届出が提出され、やむを得ない事情があると甲が特に認めた場合は、この限りでない。

　　(１)　本件土地を貸与すること。
　　(２)　本件土地を分筆すること。
　　(３)　本件土地の全部若しくは一部を売買、贈与又は交換すること。
　　(４)　本件住宅完成前において、本件土地の全部若しくは一部に物件の設定をすること。

　　(５） 分譲申請書の申請の目的欄及び分譲地の用途欄に記載した以外の用に供すること。
　　(6）　本件住宅の構造、外観、配置等について、周辺住民に不快を与え、周囲の景観に著しくそぐわない建物を建築すること。
４　乙又は乙の同居予定者に事故等が発生した場合において、乙又は乙の同居予定者以外の同居予定者により本件住宅を建築して居住することが困難であると認められるときは、乙は、甲に契約解除申請書を提出し承認を得、売買契約を解除することができる。この場合において、甲は、速やかに保証金（売買代金を含む。第７項及び第８項について同じ。）を、乙又は乙の相続人に返還しなければならない。
５　乙は、住宅工事完成期限までに本件住宅を完成できない場合は、自家住宅建築工事遅延について甲に届出し承認を得なければならない。
６　本件住宅建築前に乙に違反行為を認めた場合及び本件住宅工事完成期限までに乙に本件住宅の建築工事の着手がない場合、甲は乙に保証金を返還して、売買契約を解除することができる。
７　本件住宅の建築着手後又は本件住宅以外の建物若しくは構築物の建築着手後に、乙に第３項各号に掲げる違反行為を認めた場合において、原状に復することが可能なときは、甲は乙に原状復旧を命令し、保証金を返還して、売買契約を解除することができる。
８　本件住宅の建築着手後又は本件住宅以外の建物若しくは構築物の建築着手後に、第３項各号に掲げる違反行為を認めた場合において、原状に復することが不可能なときは、甲は乙から保証金をもって違約金として徴収するほか損害賠償を請求できるものとする。この場合における違約金は、損害賠償の予定又はその一部と解釈しないものとする（次条第３項及び第４項において同じ。）。
　　（住宅完成後の義務）
第11条　乙は、本件住宅建築工事完成後、速やかにその本件住宅に転居するとともに、転入届又は転居届をし、かつ、工事完成を甲に届け出なければならない。
２　本件住宅建築工事完成後の乙及び乙の同居人は、最低移住期間内において次に掲げる行為（以下「義務違反」という。）をしてはならない。ただし、あらかじめ計計画の変更の届出が提出され、やむを得ない事情があると甲が特に認めた場合は、この限りでない。
　(１)　本件住宅を貸与すること。
　(２)　本件住宅の全部若しくは一部を売買、贈与又は交換すること。
　(３)　本件住宅を解体、改築又は面積を変更する増減築をすること。
　(４)　本件住宅について用途を変更すること。
　(５)　本件住宅建築工事完成後において、本件住宅建築のための資金借入先以外の者の物権を本件住宅及び本件土地に設定すること。
　(６)　乙又は乙の同居人の全ての者が１か月以上市外者になること。
３　乙に、前項各号に掲げる義務違反を認めた場合において、同項第１号から第５号までの義務違反は原状に復することが不可能なとき、同項第６号の義務違反は直ちに、甲は乙から保証金をもって違約金として徴収するほか損害賠償を請求できるものとする。
４　第２項第５号の規定による物権を設定した場合において、乙の債務不履行等により物権者が物権を実行したとき、甲は乙から保証金をもって違約金として徴収するほか損害賠償を請求できるものとする。
　　（契約の解除）
第12条　甲又は乙に本契約上の債務について不履行があった場合には、その相手方はそれぞれ不履行の相手方に対し、履行を催告の上、本契約を解除することができる。
　　（費用負担）
第13条　本件土地の応募、売買契約締結及び売買契約解除に必要な費用は、すべて乙の負担とする。
　　（損害賠償）
第14条　第10条第8項、第11条第3項及び同条第4項に規定する損害賠償の額は、本件土地の時価相当額と売買代金の差額とする。
　　（信義則）
第15条　甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行するものとする。
　　（管轄裁判所）
第16条　この契約について紛争が生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とすることを、甲及び乙は、予め合意する。
　　（契約外事項）
第17条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲と乙が協議して決定するものとする。
　上記のとおり売買契約が成立したので、本書面２通を作成し、甲乙各１通を保有する。
　　　　　　　　年　　月　　日
甲　住　所　　えびの市大字　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　えびの市長　　　　　　　　　　　　　　　　　eq \o(○,印)印　　　
乙　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eq \o(○,印)印　　

様式第８号（第１１条関係）
えびの市移住促進分譲地最低移住期間保証金預かり証
　　　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様
えびの市長　　　　　　　　印　　
えびの市移住促進分譲地要綱第８条第１項の規定による無償分の土地代金相当額
600,000円を、最低移住期間保証金としてお預かりしていることを証明します。
ただし、下記の事項に留意ください。
記

１　要綱第９条第４項、第６項及び第７項前段並びに第１１条第１項に該当するに至った場合、保証金は返還します。
２　要綱第９条第７項後段及び第８項並びに第１０条第５項及び第６項に該当するに至った場合、保証金は違約金として徴収します。
様式第9号（第１２条関係）
えびの市移住促進分譲地計画変更届
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付けで取得したえびの市移住促進分譲地について、分譲申請時の計画を変更したいので、えびの市移住促進分譲地要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記
１　変更事項
	変更前
	項目
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	変更後
	項目
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	変更理由
	


２　添付書類（関係するもののみ）
(１)　変更後の住宅建築工事請負契約書の写し
(２)　変更後の住宅設計図面の写し
(３)　その他変更理由を証明できる書類
様式第１０号（第１３条関係）
えびの市移住促進分譲地自家住宅建築工事着手届
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付け取得したえびの市移住促進分譲地において、自家住宅の建築工事に着手したので、えびの市移住促進分譲地要綱第９条第２項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記

１　分譲地、住宅、施工業者
	分譲地
	呼称
	区分
	所在
	面積
	価格

	
	川原分譲地　
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円

	住宅
	構造・種類
	
	床面積
	１階　　㎡
	２階　　㎡
	延べ　　㎡

	
	着工年月日
	　　　年　　月　　日
	予定附属家等
	

	
	完成予定年月日
	　　年　　月　　日
	工事請負金額
	円

	施工業者
	住所
	

	
	氏名
	


２　添付書類
(１)　住宅建築工事請負契約書の写し
(２)　住宅設計図面の写し
様式第１１号（第１６条関係）
えびの市移住促進分譲地売買契約解除申請書
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付けで締結したえびの市移住促進分譲地売買契約を解除したいので、えびの市移住促進分譲地要綱第９条第４項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記

１　分譲地
	呼称
	区分
	所在
	面積
	価格

	川原分譲地　
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円


２　解除理由
	


様式第１２号（第１７条関係）
えびの市移住促進分譲地自家住宅建築工事遅延届
　　年　　月　　日　　
えびの市長　村岡隆明　様　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
　　えびの市移住促進分譲地で予定していた自家住宅建築計画に遅れが発生し、予定年月

日までに　　　　できないため、えびの市移住促進分譲地要綱第９条第５項の規定により、

下記のとおり届け出ます。
記

１　分譲地、住宅、施工業者
	分 譲 地
	呼称
	区分
	所在
	面積
	価格

	
	川原分譲地　
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円

	住宅
	構造・種類
	
	床面積
	１階　　㎡
	２階　　㎡
	延べ　　㎡

	
	予定附属家等
	　　

	
	当　初　着　工予定年月日
	　　　年　　月　　日
	変更後着工予定年月日
	　　年　　月　　日

	
	当初完成予定年月日
	　　年　　月　　日
	変更後完成予定年月日
	　　年　　月　　日

	施　工

業　者
	住所
	

	
	氏名
	

	　　理
	由
	


注　不要な文字を二重線で抹消して使用すること。
様式第１３号（第１８条関係）
え発第　　　　号

月　　月　　日
えびの市移住促進分譲地違反行為確認通知書
　　　　　　　　様
えびの市長　　　　　　　　印
　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで売買契約を締結したえびの市移住促進分譲地については、

下記のとおり違反行為があったと認めたので、えびの市移住促進分譲地要綱　　　　

の規定により　　　　　　　　　　　　　するので、要綱第９条第８項の規定により通知

します。
記
１　分譲地
	分 譲 地
	呼称
	区分
	所在
	面積
	価格

	
	川原分譲地　
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円


２　違反行為
	該当条項
	

	内容
	


教示
この処分について不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、市長に異議申立てをすることができます。
注）不要な文字を二重線で抹消して使用すること。
様式第14号（第19条関係）
　　年　　月　　日
えびの市移住促進分譲地自家住宅建築工事完成届
　　　　
えびの市長　村岡隆明　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　　　　―　　　　―　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付けで取得したえびの市移住促進分譲地において建築工事に着手した自家住宅は、下記のとおり完成したので、えびの市移住促進分譲地要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記

１　分譲地、住宅、居住者、施工業者
	分 譲 地
	呼称
	区分
	所在
	面積
	価格

	
	川原分譲地　
	
	えびの市大字　　　　　番地
	．　㎡
	円

	住宅
	構造・種類
	
	床面積
	１階　　㎡
	２階　　㎡
	延べ　　㎡

	
	着工年月日
	　　年　　月　　日
	附属家等の状況
	

	
	完成年月日
	　　年　　月　　日
	確定工事請負金額
	　　円

	居住者の氏名
	申請者との関係
	性別
	生年月日
	申請時年齢
	職業
	備考

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	□男性
□女性
	Ｔ・Ｓ・Ｈ
　　年　　月　　日
	
	
	

	施工業者
	住所
	

	
	氏名
	


２　添付書類

（１）完成写真

（２）自治会加入証明書
着　工


完　成





譲与契約を解除


売買契約を解除


保証金を違約金として徴収





　第９条第６項


　第９条第７項


売買契約








